
プレスリリース

平成19年度農水産物中のダイオキシン類の実態調査の結果
について

平成 19 年度に農水産物中のダイオキシン類実態調査を実施し、調査結果を取りま
とめましたのでお知らせします。

農作物の結果を平成 15 年度以降の調査結果と、水産物の結果を前年度の調査結果
とそれぞれ比較したところ、ダイオキシン類濃度に統計学的に有意な変化は認めら
れませんでした。

なお、同年度の厚生労働省による調査では、農畜水産物からのダイオキシン類の一
日摂取量は耐容一日摂取量の 4分の 1程度でした。

　 農林水産省では、「ダイオキシン対策推進基本指針」（平成 11 年 3 月ダイオキシン対
策関係閣僚会議）及び「食品の安全性に関する有害化学物質サーベイランス・モニタリ
ング中期計画」（平成 18 年 4 月 20 日公表）に基づき、平成 19 年度中に農水産物中のダ
イオキシン類の実態調査を実施しております。

1 　実態調査の結果について

（１）農作物調査

　農作物について調査を実施したところ、平成 15 年度以降の調査において統計学的に
有意な変化は認められませんでした。また、濃度範囲は過去の調査と同程度でした。

（２）水産物調査

　魚類・貝類・甲殻類等（国産又は輸入）について調査を実施したところ、平成 18 年
度の調査結果と統計学的に有意な変化は認められませんでした。

なお、魚類については、平成 17 年度調査と比べると平均値が高い値となっています
が、これは平成 18 年度調査から、過去の調査結果において比較的高いダイオキシン類
濃度を示した魚種の検体数を増やしたことによるものです。

２　今後の予定

　農林水産省は、今後とも、農畜水産物中に含まれるダイオキシン類の経年変化をみる
ため実態調査を継続していく予定です。

（参考）ダイオキシン類の食品からの一日摂取量調査について
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　厚生労働省が平成 19 年度に実施したダイオキシン類の食品からの一日摂取量調査
（平成 20 年 7 月 30 日公表）によれば、農畜水産物からのダイオキシン類摂取量は、耐
容一日摂取量（4 pg-TEQ/kg 体重/日）の 4分の 1程度でした。

＜添付資料＞

・ 別添１：平成 19 年度ダイオキシン類の実態調査結果
・ 別添２：平成 19 年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果に

ついて
・ 参考：魚介類のダイオキシン類の解説
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平成 19 年度ダイオキシン類の実態調査結果 

 

１．調査の背景と目的 

 

農林水産省では、「ダイオキシン対策推進基本指針」（平成 11 年 3 月ダイオキシ

ン対策関係閣僚会議決定）及び「食品の安全性に関する有害化学物質サーベイラン

ス・モニタリング中期計画」（平成 18 年 4 月 20 日公表。以下「中期計画」とする。）

に基づき、農畜水産物中のダイオキシン類濃度の実態調査を毎年度実施し、結果を

公表している。 

農作物は、平成 11 年度から 14 年度までは全国的な実態を把握するための調査を

行ったが、平成 15 年度からは、農作物中のダイオキシン類濃度の経年的変化を把握

することを目的として調査を行っている。 

一方、水産物は、平成 11 年度から平成 19 年度まで、わが国沿岸域等の魚介類中のダ

イオキシン類の実態把握調査を実施している。また、食品の安全性に関するリスク管理

に必要なデータを得るため、平成 18 年度から「中期計画」に基づき、漁獲量が多い魚

種や過去の調査結果から比較的高いダイオキシン類濃度が認められた魚種を対象とし

た含有実態調査を行っている。 

 

 

２．農作物  

 

（１）調査方法 

 

ア 調査地点及び対象農作物 

各都道府県の協力のもと、各都道府県の農業試験場の同一地点で経年的に調査

が可能な農作物を、各都道府県当たり 1～2 品目程度、計 20 品目 80 点を選定し

た。 

 

イ 調査項目 

農作物中のダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）、

ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）、及びコプラナーＰＣＢ（Co-PCB）） 

 

ウ 試料の採取 

  各都道府県の農業試験場において、当該作物が栽培されているほ場の中心部及

び中心部から対角線上に 4 方向の計 5 箇所より、農作物を採取、混合し分析用試

料とした。 

 

エ 試料の分析 

試料の調製については、各農作物の可食部を「農薬の農作物等における残留性

に関する試験方法」（昭和 48 年 7 月環境庁告示第 46 号）に従って調製し、「食

品中のダイオキシン類及びコプラナーPCB の測定方法暫定ガイドライン」（平成

11 年 10 月厚生省生活衛生局食品保健課。以下「測定方法暫定ガイドライン」と

する。）に準拠して分析した。 

別添１ 



 

（２）分析値の換算方法及び検出下限値 

 

ダイオキシン類（PCDD、PCDF 及び Co-PCB）をガスクロマトグラフ質量分析計

（GC/MS）で同定・定量し、WHOが 1997 年に提案（Environmental Health Perspective, 

1998）した毒性等価係数を用いて毒性等量（TEQ、TEQ については別添参考資料参

照）に換算した。以下、調査結果において、ダイオキシン類の濃度表示はすべて

TEQ に換算した数値である。 

検出下限値については、表１のとおりであり、換算にあたっては、検出下限値未

満の数値を 0 として扱った。検出下限値は JIS 規格「JIS K0312 工業用水・工場排

水中のダイオキシン類の測定方法、7.5.2 測定方法の検出下限及び定量下限」に従

って定めた。(本換算方法の詳細については別添参考資料参照) 

 

表１ ダイオキシン類の検出下限値 

（単位：pg/g-湿重量） 

 区  分 検出下限値 

4 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.003 

5 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.003 

6 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン(1,2,3,4,7,8-) 

6 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン(1,2,3,6,7,8-、1,2,3,7

,8,9-) 

0.004 

0.005 

7 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.007 

PCDD 

8 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.01 

4 塩素化ジベンゾフラン 0.002 

5 塩素化ジベンゾフラン 0.003 

6 塩素化ジベンゾフラン(1,2,3,4,7,8) 

6 塩素化ジベンゾフラン(1,2,3,6,7,8-、2,3,4,6,7,8-) 

6 塩素化ジベンゾフラン(1,2,3,7,8,9-) 

0.004 

0.005 

0.006 

7 塩素化ジベンゾフラン(1,2,3,4,7,8,9-) 

7 塩素化ジベンゾフラン(1,2,3,4,6,7,8-) 

0.004 

0.005 

PCDF 

8 塩素化ジベンゾフラン 0.009 

ノンオルトCo-PCBs(#169)   0.003 

ノンオルトCo-PCBs(#81) 0.004 

ノンオルトCo-PCBs(#77、#126) 0.005 

モノオルトCo-PCBs (#114、#156) 0.09 

モノオルトCo-PCBs (#105、#123、#157、#167、#189) 0.1 

Co-PCB 

モノオルトCo-PCBs (#118) 0.2 

注 pg（ピコグラム）については別添参考資料参照。   

 

（３）回収率 

 

回収率は、52.6％～119.9％であった。「測定方法暫定ガイドライン」に示す内

標準物質の回収率の範囲内（40～120％）であり、許容できる範囲内であった。 

 

 



 

（４）調査結果及び考察 

 

平成 19 年度の農作物の品目別調査結果は表２のとおりである。 

農作物のダイオキシン類濃度の経年的変化を把握するため、現行の調査体系と

なった平成 15 年度以降の各調査年次において一定の試料数を有する品目群の中央

値を比較したところ、全ての品目群において統計学的に有意な変化は認められなか

った。 

また、20 品目 80 検体の農作物のダイオキシン類濃度の範囲は、0.0000042～

0.18 pg-TEQ/g-湿重量であり、平成 11 年度～平成 14 年度に農作物のダイオキシン

類濃度度の全国的な実態を把握するために実施した「農用地土壌及び農作物に係る

ダイオキシン類実態調査」等の既存の調査結果と同程度であった(過去の調査結果

は別表１を参照)。 

 

 

表２ 平成 19 年度調査結果（農作物） 

（単位：pg-TEQ/g 湿重量） 

ダイオキシン類濃度 
品  目 検体数 

最低値 最高値 平均値 

 水稲 20 0.000011 0.0031 0.00075 

 小麦 5 0.0015  0.0072  0.0035  
穀 

類 
 大麦 5 0.0037  0.0160  0.0088  

豆 

類 
 大豆 11 0.0000066 0.00066 0.00031 

 かんしょ 3 0.00087  0.046  0.017  根 

菜 

類  さといも 1 － － 0.00047 

 こまつな 2 0.0080  0.0093  0.0086  

 ねぎ 1 － － 0.0017  

 のざわな 1 － － 0.0099  

 ほうれんそう 2 0.031  0.044  0.037  

 みずな 1 － － 0.023  

葉 

茎 

菜 

類 

 わけぎ 2 0.0049  0.028  0.016  

 かぼちゃ 1 0.00066  0.00066  0.00066 果 

菜 

類  きゅうり 2 0.0097  0.011  0.010  

 茶（荒茶） 2 0.055  0.18  0.12  
茶 

 茶（生葉） 3 0.035  0.081  0.061  

 かき 4 0.0039  0.0062  0.0050  

 なし 3 0.0000042 0.0046  0.0019  

 ぶどう 7 0.0008  0.034  0.0090  

果 

 

樹 
 りんご 4 0.0012  0.0016  0.0014  

注 データはいずれも PCDD、PCDF 及び Co-PCB の合計値。 

 
 



３．水産物（魚介類）

（１）調査方法

ア 調査対象魚介類

① 本調査

我が国の食生活の実態を踏まえ、我が国周辺水域の主要漁場にて漁獲対象とされて

いる魚介類、さらには遠洋・輸入魚介類から調査対象種を選定し、96種、236検体につ

いて調査を実施した。（調査対象種の漁獲水域については、「我が国周辺の水域区分」及

び「FAO漁獲統計海区」を参照。）

a 魚類（62種、174検体）

※「中期計画」の調査対象の一部となっている、ブリ（天然）、ブリ（養殖）、カ

ンパチ、ウナギの4種40検体を含む。

b 貝類（11種、19検体）

c 甲殻類（10種、23検体）

※「中期計画」の調査対象の一部となっているベニズワイガニの10検体を含む。

d その他の水産動植物（13種、20検体）

※本調査における「魚介類」にはスケトウダラ卵、シロザケ卵、水産植物（海

藻類）を含む。

② 部位別調査

本調査を補完する目的で、特定の部位（内臓含む）を摂取する場合がある魚介類から

調査対象種を選定し、それらの各部位又は全体を対象に13種、32検体について調査を実

施した。

a 魚類（9種、25検体）

b 甲殻類（3種、5検体）

c その他の水産動植物（1種、2検体）

イ 調査項目

水産物中のPCDD及びPCDFのうち28種類、Co-PCBのうち12種類を調査した。

ウ 試料の採取

試料は、産地、市場等から魚介類を買い取るなどの方法にて採取した。分析に供した

検体は、1検体あたり原則として10個体以上をとり重量が1 kg以上となるよう調製した。

エ 試料の分析

農作物調査と同じく、「測定方法暫定ガイドライン」に準拠して分析した。



（２）分析値の換算方法及び定量下限値

ダイオキシン類の分析結果は、TEQに換算した。

各種物質の定量下限値については、表３のとおりである。JIS K0312(2005)「工業用水

・工場排水中のダイオキシン類の測定方法」に従い、試料ごとの「定量下限」を求め、

それらの値が「測定方法暫定ガイドライン」に記載されている「標準的検出下限値」を

下回っていることを確認したため、「標準的検出下限値」を定量下限値とした。定量下限

値以上の測定値を各試料中のダイオキシン類濃度とし、定量下限値未満の数値は0とした。

表３ ダイオキシン類の定量下限値 （単位：pg/g-湿重量）

区 分 定量下限値
PCDD 4 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.01

5 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.01
6 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.02
7 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.02
8 塩素化ジベンゾ- p-ジオキシン 0.05

PCDF 4 塩素化ジベンゾフラン 0.01

5 塩素化ジベンゾフラン 0.01
6 塩素化ジベンゾフラン 0.02
7 塩素化ジベンゾフラン 0.02
8 塩素化ジベンゾフラン 0.05

Co-PCB ノンオルトCo-PCBs 0.1

モノオルトCo-PCBs １

（３）回収率

回収率は、40～119％で「測定方法暫定ガイドライン」に示す内標準物質の回収率の範囲

内（40～120％）であり、許容できる範囲内であった。

（４）調査結果及び考察

平成19年度本調査結果、過去の調査結果との比較（平均値）、及び「中期計画」の対象種

の調査結果は、順に表４、表５、表６のとおりである。

平成19年度の全検体（部位別調査を除く）の調査結果の詳細は別表２の、部位別調査の

結果は別表３のとおりである。

平成19年度の調査結果を平成18年度の調査結果と比較したところ、統計学的に有意な変

化は認められなかった。なお、魚類については、平成17年度調査と比べると平均値が高い

値となっているが、これは平成18年度調査より、過去の調査結果から比較的高いダイオキ

シン類濃度が認められた種類の検体数を増やした調査に変更したことによる。



表４ 平成19年度本調査結果（魚介類別平均値）

（単位：pg-TEQ/g湿重量）

区 分 検体数 ダイオキシン類濃度

最低値 最高値 平均値

魚介類全体 236 0 25 1.1

うち国内産(沿岸・沖合) 189 0 8.0 1.1

遠洋・輸入 47 0 25 0.93

魚類 174 0.00080 25 1.4

うち国内産(沿岸・沖合) 139 0.0011 8.0 1.5

遠洋・輸入 35 0.00080 25 1.2

貝類 19 0.0013 0.82 0.18

うち国内産(沿岸・沖合) 15 0.0014 0.82 0.20

遠洋・輸入 4 0.0013 0.31 0.088

甲殻類 23 0.0035 0.97 0.32

うち国内産(沿岸・沖合) 19 0.0036 0.97 0.37

遠洋・輸入 4 0.0035 0.078 0.042

その他水産動植物 20 0 1.7 0.27

うち国内産(沿岸・沖合) 16 0 0.017 0.34

遠洋・輸入 4 0 1.7 0.0045

注 最低値及び最高値は、各化合物の実測値に毒性等価係数を乗じ、その合計の値を有効数字2けたで表示

した。（「測定方法暫定ガイドライン」に準拠）

平均値は、各区分ごとのTEQを平均したのち、有効数字2けたで表示した。

全てのダイオキシン類が定量下限値未満であった場合を「0」と表示した。

表５ 平成19年度本調査結果と過去の調査結果との比較（魚介類別平均値）

（単位：pg-TEQ/g湿重量）

区分 19年度 検体数 18年度 検体数 17年度 検体数 16年度 検体数 15年度 検体数 11～14 検体数

年度

魚介類 1.1
236

1.1
246

0.69
297

0.79
341

0.75
344

0.91
423

0.30 0.30 0.22 0.24 0.25 0.30

うち魚類 1.4
174

1.4
194

0.92
202

1.1
229

0.98
223

1.2
273

0.35 0.36 0.27 0.29 0.30 0.34

うち貝類 0.18
19

0.16
18

0.15
30

0.19
32

0.16
40

0.25
49

0.090 0.094 0.087 0.11 0.087 0.18

うち甲殻類 0.32
23

0.26
15

0.22
27

0.48
30

1.1
27

1.2
31

注） 0.19 0.14 0.12 0.23 0.52 0.57

うちその他の 0.27
20

0.14
19

0.20
38

0.15
50

0.11
54

0.23
70

水産動植物 0.16 0.084 0.12 0.083 0.053 0.10

上段：ダイオキシン類（ダイオキシン＋Co-PCB）、下段：ダイオキシン

注:平均値は、各区分ごとのTEQを平均したのち、有効数字2けたで表示した。

平成16年度から甲殻類の一部（カニ類）については、筋肉部のみを分析。



表６ 本調査のうち「中期計画」の対象種の調査結果

（単位：pg-TEQ/g湿重量）

調査対象 検体数 最低値 最高値 平均値

魚 介 類 全 体 236 0 25 1.1

魚 類 174 0.00080 25 1.4

ブリ（天然） 10 1.1 4.2 3.1

ブリ（養殖) 10 1.9 3.3 2.7

カンパチ ※ 10 1.4 4.5 2.2

ウナギ 10 0.57 2.3 1.1

甲 殻 類 23 0.0035 0.97 0.32

ベニズワイガニ※ 10 0.32 0.97 0.50

※「中期計画」調査対象魚種

注 最低値及び最高値は、各化合物の実測値に毒性等価係数を乗じ、その合計の値を有効数字

2けたで表示した。（「測定方法暫定ガイドライン」に準拠）

平均値は、各区分ごとのTEQを平均したのち、有効数字2けたで表示した。

４．今後の予定

（１）農作物調査

これまでの調査結果から、農作物中のダイオキシン類には大きな経年的変化は見られな

かったものの、農作物のダイオキシン類濃度については、今後とも経年的変化を把握し

ていく必要がある。このため、今後の調査については、調査対象を農作物周辺環境の影

響を受けやすいと考えられる品目に絞り込んだ上、引き続き調査を実施していくことと

し、次回調査は平成22年度に行う予定である。

（２）水産物調査

本調査結果を我が国におけるダイオキシン類の魚介類からの摂取量推定に活用すると

ともに、平成20年度も継続して魚介類中のダイオキシン類の実態調査を実施していく予

定である。



参考資料

用語の解説

１．pg（ピコグラム）：ピコは単位の一つで、１兆分の１を示す。

1 pgは、1兆分の１グラム。

２．TEQ（毒性等量) ：ダイオキシン類には多くの異性体があり、それぞれ毒性の強

さが異なる。 異性体の中でも最も毒性の強い2,3,7,8-TCDDの

毒性を1として各異性体の毒性を換算し、これを総和した値。

３．JIS K0312(2005)「工業用水・工場排水中のダイオキシン類の測定方法、7.5 検出下限

及び定量下限」の概要

（１）装置の検出下限及び定量下限

最低濃度（各標準物質をそれぞれ四塩素化物、五塩素化物で0.1～0.5 pg、六塩

素化 物及び七塩素化物で0.2～1.0 pg、八塩化物で0.5～2.5 pg、Co-PCBで0.2

～1.0 pgを含む）の検量線作成用標準液を測定し、各化合物を定量した。この操

作を5回以上繰り返し、得られた測定値から標準偏差を求め、その3倍を測定装置

の検出下限、10倍を定量下限（①）とした。

（２）測定方法の検出下限及び定量下限

測定に用いるものと同量の抽出溶媒を濃縮した抽出液に、装置への注入量など

により①を換算した量の標準物質を添加し、各化合物を定量した。この操作を5回

以上繰り返し、得られた測定値から標準偏差を求め、その3倍を測定方法の検出下

限、10倍を定量下限（②）とした。

（３）試料における検出下限及び定量下限

試料における検出下限及び定量下限は、②を試料の採取量・抽出量などに

よって換算した。



[別表１］

平成19年度  農作物中のダイオキシン類実態調査結果の概要

（単位：pg-TEQ/g-湿重量）

品　　目
検体数 検体数

0.00075 0.0022 0.0026 0.00096 0.0030

(0.000011－0.0031) (0.000029－0.011) (0.000042－0.014) (0.000061－0.0063) （0－0.13）

0.0035 0.0028 0.0061 0.0076 0.0013

(0.0015－0.0072) (0.00087－0.0053) (0.0020－0.010) (0.0028－0.017) （0.000010－0.0065）

0.0088 0.0085 0.0077 0.0076

(0.0037－0.016) (0.0033－0.015) (0.0036－0.013) (0.0031－0.018)

0.00031 0.0010 0.0021 0.0012 0.0018

(0.0000066－0.00066) (0.0000071－0.0046) (0.00012－0.011) (0.00021－0.0054) （0－0.060）

0.017 0.022 0.0086 0.0083 0.0019

(0.00087－0.046) (0.00079－0.085) (0.00038－0.028) (0.00035－0.030) （0－0.047）

0.00047 0.0011 0.0025 0.0025 0.000082

(0.00047－0.00047) (0.00034－0.0019) (0.0010－0.0040) （0.0015－0.0035） （0－0.00019）

0.0086 0.024 0.036 0.013 0.080

(0.0080－0.0093) (0.0092－0.039) (0.032－0.039) （0.0085－0.018） （0.014－0.16）

0.0017 0.030 0.0053 0.0068 0.012

(0.0017－0.0017) (0.030－0.030) (0.0053－0.0053) （0.0068－0.0068） （0－0.076）

0.0099 0.014 0.0097 0.0067

(0.0099－0.0099) (0.014－0.014) (0.0097－0.0097) (0.0067－0.0067)

0.037 0.051 0.055 0.042 0.11

(0.031－0.044) (0.015－0.088) (0.047－0.063) （0.018－0.065） （0.0015－0.55）

0.023 0.016 0.030 0.041

(0.023－0.023) (0.016－0.016) (0.030－0.030) (0.041－0.041)

0.016 0.029 0.019 0.041

(0 0049－0 028) (0 0045－0 054) (0 0075－0 031) （0 0034－0 079）

こまつな

豆
類

穀

類

根
菜
類

葉
茎
菜
類

小麦

ほうれんそう

大麦

ねぎ

かんしょ

さといも

17

－

水稲

－ －1

3※4

1

19

大豆 47

－

2

のざわな

わけぎ －

みずな － －1

－2

平成17年度

20※3

5

平成19年度

11

2

5

11

1※5

10

平成16年度 平成15年度※１

342

31

平成14年度以前の調査※2

71

(0.0049－0.028) (0.0045－0.054) (0.0075－0.031) （0.0034－0.079）

0.00066 0.0024 0.0022 0.00057 0.00129

(0.00066－0.00066) (0.0024－0.0024) (0.0022－0.0022) (0.00057－0.00057) （0.00040－0.0030）

0.010 0.039 0.0060 0.0055 0.0041

(0.0097－0.011) (0.00090－0.076) (0.0044－0.0076) （0.0010－0.010） （0－0.047）

0.011 0.0053 0.0070

(0.011－0.011) (0.0053－0.0053) (0.0070－0.0070)

0.12 0.10 0.12 0.22 0.25

(0.055－0.18) (0.027－0.18) (0.079－0.17) （0.16－0.28） （0.021－1.1）

0.061 0.11 0.056 0.078 0.13

(0.035－0.081) (0.030－0.23) (0.035－0.078) (0.037－0.12) （0.0058－0.71）

0.0050 0.0052 0.0052 0.097 0.0088

(0.0039－0.0062) (0.0030－0.0078) (0.000046－0.010) （0.0000050－0.47） （0－0.082）

0.0019 0.0023 0.0053 0.0033 0.0017

(0.0000042－0.0046) (0.00014－0.0059) (0.00044－0.0086) （0.000053－0.0059） （0－0.0097）

0.0090 0.013 0.014 0.0088 0.032

(0.00077－0.034) (0.0022－0.052) (0.0013－0.061) (0.00010－0.034) （0.00033－0.35）

0.0014 0.0031 0.0027 0.0027 0.0049

(0.0012－0.0016) (0.0012－0.0063) (0.0020－0.0041) （0.0019－0.0035） （0－0.019）

注１）データはいずれもPCDD、PCDF及びCo-PCBの合計値から平均値を算出したもの。() 内の数値は、最小値～最大値を示す。

注２）平成15年度（※1）の数値は、平成１６年度に継続して調査されたもののみを集計した。

注４）※3：平成15-17年度の試料数は「21」　※4：平成15-17年度の試料数は「4」　※5：平成15-17年度の試料数は「2」
　　　※6：平成15-17年度の試料数は「1」　 ※7：平成15-17年度の試料数は「4」　※8：平成15-16年度の試料数は「5」17年度以降「4」

注３）※2のデータの出典は、

・「平成11年度食品からのダイオキシン一日摂取量調査等の調査結果について」（厚生省、平成12年11月）

・「平成10年度食品中のダイオキシン汚染実態調査結果について」（厚生省、平成11年10月）

・「平成10年度農用地及び農作物に係るダイオキシン類調査」（環境庁、平成11年9月）

・「平成14年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」(平成16年1月厚生労働省発表)

・「平成13年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」(平成15年1月厚生労働省発表)

・「平成12年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」(平成13年12月厚生労働省発表)

果
菜
類

茶

果

樹

・「平成14年度農用地土壌及び農作物に係るダイオキシン類実態調査」（平成15年6月環境省・ 農林水産省公表）

3

7

かき

・「平成12年度農用地土壌及び農作物に係るダイオキシン類実態調査」（平成13年8月環境省・ 農林水産省公表）

4 25

1

2

284※8

かぼちゃ

・「平成11年度農用地土壌及び農作物に係るダイオキシン類実態調査」（平成12年9月環境庁・ 農林水産省公表）

・「平成13年度農用地土壌及び農作物に係るダイオキシン類実態調査」（平成14年12月環境省・ 農林水産省公表）

・「平成9年度食品中のダイオキシン類等汚染実態調査報告について」（厚生省、平成10年10月）をあわせたもの。
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平成19年度魚介類中のダイオキシン類蓄積実態調査結果（本調査） ［別表２］
No.1

1 国産 天然 東京湾 ｱﾅｺﾞ(ﾏｱﾅｺﾞ) 14.7 0.92 3.8 4.7
2 国産 天然 伊勢・三河湾 ｱﾅｺﾞ(ﾏｱﾅｺﾞ) 12.5 0.50 0.98 1.5
3 国産 天然 大阪湾 ｱﾅｺﾞ(ﾏｱﾅｺﾞ) 21.2 1.5 6.5 8.0
4 国産 天然 瀬戸内海東部 ｱﾅｺﾞ(ﾏｱﾅｺﾞ) 14.9 0.72 3.5 4.2
5 国産 天然 北陸沖 ｱﾏﾀﾞｲ(ｱｶｱﾏﾀﾞｲ) 2.1 0.41 0.33 0.74
6 国産 天然 近畿地方 ｱﾕ 3.0 0.11 0.19 0.30
7 国産 養殖 近畿地方 ｱﾕ 7.5 0.0030 0.078 0.081
8 国産 天然 東北沖日本海 ｱﾝｺｳ(ｷｱﾝｺｳ) 0.2 0.033 0.058 0.090
9 国産 天然 大阪湾 ｲｶﾅｺﾞ 1.8 0.080 0.30 0.38
10 国産 天然 山陰沖 ｲｻｷ 8.8 0.65 1.0 1.7
11 国産 天然 瀬戸内海西部 ｲﾎﾞﾀﾞｲ 2.0 0.070 0.16 0.23
12 輸入 (ﾌﾗﾝｽ) 天然 北東大西洋 ｲﾜｼ 14.2 4.7 20 25
13 輸入 (台湾) 養殖 台湾 ｳﾅｷﾞ 21.7 0.28 0.59 0.87
14 輸入 (中国) 養殖 中国 ｳﾅｷﾞ 19.6 0.56 0.28 0.84
15 輸入 (中国) 養殖 中国 ｳﾅｷﾞ 22.1 0.20 0.27 0.47
16 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 23.9 0.40 0.93 1.3
17 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 24.2 0.36 2.0 2.3
18 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 23.6 0.19 1.3 1.4
19 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 24.5 0.21 0.72 0.93
20 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 24.7 0.17 0.78 0.95
21 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 24.3 0.23 0.66 0.89
22 国産 養殖 東海地方 ｳﾅｷﾞ※ 23.9 0.22 0.78 1.0
23 国産 養殖 九州地方 ｳﾅｷﾞ※ 21.7 0.11 0.58 0.69
24 国産 養殖 九州地方 ｳﾅｷﾞ※ 20.8 0.077 0.50 0.57
25 国産 養殖 九州地方 ｳﾅｷﾞ※ 21.9 0.13 0.73 0.86
26 国産 天然 山陰沖 ｳﾙﾒｲﾜｼ 4.5 0.18 0.52 0.70
27 国産 (遠洋) 天然 中西太平洋 ｶｼﾞｷ(ｸﾛｶｼﾞｷ) 0.1未満 0 0.024 0.024
28 輸入 天然 中東大西洋 ｶｼﾞｷ(ﾒｶｼﾞｷ) 7.2 0.11 0.56 0.68
29 国産 天然 伊勢・三河湾 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 0.6 0.16 0.35 0.51
30 国産 天然 東海沖 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 1.4 0.086 0.29 0.38
31 国産 天然 瀬戸内海東部 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 0.9 0.28 0.47 0.75
32 国産 天然 山陰沖 ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 1.6 0.17 0.40 0.57
33 国産 天然 東北沖太平洋 ｶﾂｵ 7.7 0.12 0.45 0.57
34 国産 天然 東北沖太平洋 ｶﾂｵ 8.2 0.16 0.51 0.67
35 国産 天然 関東沖 ｶﾂｵ 2.6 0.070 0.30 0.37
36 国産 天然 四国南部沖 ｶﾂｵ 0.7 0.054 0.21 0.27
37 国産 天然 四国南部沖 ｶﾂｵ 1.5 0.044 0.11 0.15
38 輸入 (ｱﾒﾘｶ) 天然 北東太平洋 ｶﾚｲ 1.6 0.016 0.041 0.057
39 国産 天然 山陰沖 ｶﾚｲ(ｱｶｶﾞﾚｲ) 2.3 0.57 0.71 1.3
40 国産 天然 東北沖太平洋 ｶﾚｲ(ﾏｶﾞﾚｲ) 1.8 0.29 0.23 0.52
41 国産 天然 東北沖太平洋 ｶﾚｲ(ﾏｶﾞﾚｲ) 0.7 0.10 0.43 0.53
42 国産 天然 東京湾 ｶﾚｲ(ﾏｺｶﾞﾚｲ) 0.3 0.15 0.62 0.77
43 国産 天然 瀬戸内海東部 ｶﾚｲ(ﾏｺｶﾞﾚｲ) 0.5 0.23 0.32 0.55
44 国産 天然 瀬戸内海西部 ｶﾚｲ(ﾏｺｶﾞﾚｲ) 1.1 0.13 0.14 0.27
45 国産 天然 九州北西部沖 ｶﾜﾊｷﾞ 0.2 0.0010 0.012 0.013
46 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 13.6 0.51 2.1 2.6
47 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 13.3 0.92 3.6 4.5
48 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 13.2 0.55 1.8 2.3
49 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 11.2 0.34 1.2 1.5
50 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 10.1 0.30 1.1 1.4
51 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 11.1 0.36 1.1 1.5
52 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 10.7 0.64 1.8 2.5
53 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 10.3 0.56 1.6 2.2
54 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 8.9 0.35 1.1 1.4
55 国産 養殖 九州南部沿岸 ｶﾝﾊﾟﾁ※ 10.4 0.63 1.8 2.5
56 国産 天然 東北沖太平洋 ｷﾁｼﾞ 24.5 1.3 2.3 3.6
57 輸入 (中国) 天然 中東太平洋 ｷﾊﾀﾞ 0.2 0 0.010 0.010
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平成19年度魚介類中のダイオキシン類蓄積実態調査結果（本調査） ［別表２］
No.2
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58 国産 (遠洋) 天然 中西太平洋 ｷﾊﾀﾞ 0.3 0 0.023 0.023
59 国産 (遠洋) 天然 西ｲﾝﾄﾞ洋 ｷﾊﾀﾞ 0.1未満 0 0.00080 0.00080
60 輸入 (台湾) 天然 西ｲﾝﾄﾞ洋 ｷﾊﾀﾞ 0.4 0.036 0.18 0.22
61 輸入 (台湾) 天然 中東大西洋 ｷﾊﾀﾞ 0.4 0 0.071 0.071
62 国産 天然 東海沖 ｷﾝﾒﾀﾞｲ 4.0 0.072 0.44 0.51
63 国産 天然 瀬戸内海東部 ｸﾛﾀﾞｲ 2.0 1.4 1.4 2.8
64 国産 天然 三陸沖 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 4.0 0.33 2.3 2.6
65 国産 天然 三陸沖 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 5.1 0.64 3.2 3.9
66 輸入 (ﾒｷｼｺ) 養殖 中東太平洋 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 19.7 0.23 2.6 2.9
67 国産 天然 東京湾 ｺﾉｼﾛ 3.9 0.60 1.8 2.4
68 国産 天然 伊勢・三河湾 ｺﾉｼﾛ 0.7 0.21 0.41 0.63
69 国産 天然 大阪湾 ｺﾉｼﾛ 5.7 0.99 4.1 5.1
70 国産 天然 九州北西部沖 ｺﾉｼﾛ 2.3 0.43 0.23 0.66
71 国産 天然 九州北西部沖 ｺﾉｼﾛ 9.1 0.58 0.66 1.2
72 国産 養殖 東北太平洋沿岸 ｻｹ(ｷﾞﾝｻﾞｹ) 15.4 0.11 0.82 0.93
73 輸入 (ﾁﾘ) 養殖 南東太平洋 ｻｹ(ｷﾞﾝｻﾞｹ) 15.8 0.091 0.44 0.53
74 国産 天然 ｵﾎｰﾂｸ海 ｻｹ(ｼﾛｻﾞｹ) 1.9 0.023 0.069 0.092
75 国産 天然 東北沖日本海 ｻｹ(ｼﾛｻﾞｹ) 0.5 0.058 0.15 0.20
76 国産 天然 東北沖太平洋 ｻｹ(ｼﾛｻﾞｹ) 1.6 0.018 0.066 0.083
77 国産 天然 東北沖太平洋 ｻｹ(ｼﾛｻﾞｹ) 1.7 0.030 0.082 0.11
78 国産 天然 ｵﾎｰﾂｸ海 ｻｹ(ｼﾛｻﾞｹ)卵 14.8 0.092 0.22 0.31
79 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ｻｹ(ﾍﾞﾆｻﾞｹ) 6.9 0.28 0.45 0.73
80 国産 天然 九州北西部沖 ｻﾊﾞ(ｺﾞﾏｻﾊﾞ) 10.0 0.12 0.35 0.47
81 国産 天然 九州北西部沖 ｻﾊﾞ(ｺﾞﾏｻﾊﾞ) 10.1 0.18 0.50 0.68
82 輸入 (ﾉﾙｳｪｰ) 天然 北東大西洋 ｻﾊﾞ(ﾀｲｾｲﾖｳｻﾊﾞ) 30.3 0.11 0.45 0.56
83 輸入 (ｶﾅﾀﾞ) 天然 北西大西洋 ｻﾊﾞ(ﾀｲｾｲﾖｳｻﾊﾞ) 20.6 0.32 1.3 1.6
84 国産 天然 東北沖太平洋 ｻﾊﾞ(ﾏｻﾊﾞ) 16.8 0.31 0.92 1.2
85 国産 天然 関東沖 ｻﾊﾞ(ﾏｻﾊﾞ) 6.6 0.40 1.0 1.4
86 国産 天然 東北沖太平洋 ｻﾒ(ﾈｽﾞﾐｻﾞﾒ) 3.7 0.40 0.94 1.3
87 国産 天然 山陰沖 ｻﾜﾗ 9.0 0.40 0.79 1.2
88 国産 天然 襟裳岬以西太平洋 ｻﾝﾏ 3.8 0.087 0.33 0.41
89 国産 天然 襟裳岬以東太平洋 ｻﾝﾏ 19.5 0.039 0.16 0.20
90 国産 天然 東北沖太平洋 ｻﾝﾏ 12.8 0.041 0.19 0.23
91 国産 天然 襟裳岬以東太平洋 ｻﾝﾏ 23.6 0.023 0.15 0.17
92 国産 天然 東北地方 ｼﾗｳｵ 2.0 0.089 0.10 0.19
93 国産 天然 東海沖 ｼﾗｽ 1.1 0.00031 0.012 0.012
94 国産 天然 大阪湾 ｼﾗｽ 0.6 0.041 0.14 0.18
95 国産 天然 瀬戸内海東部 ｼﾗｽ 0.9 0.059 0.095 0.15
96 国産 天然 瀬戸内海西部 ｼﾗｽ 0.7 0.038 0.034 0.072
97 国産 天然 瀬戸内海西部 ｼﾛｸﾞﾁ(ｲｼﾓﾁ) 1.6 0.026 0.42 0.44
98 国産 天然 北西太平洋 ｽｹﾄｳﾀﾞﾗ 0.4 0.0025 0.025 0.028
99 国産 天然 東北沖太平洋 ｽｹﾄｳﾀﾞﾗ 0.5 0.0025 0.038 0.040
100 輸入 (ｱﾒﾘｶ) 天然 北東太平洋 ｽｹﾄｳﾀﾞﾗ 0.3 0.0010 0.013 0.014
101 国産 天然 北西太平洋 ｽｹﾄｳﾀﾞﾗ卵 4.9 0.031 0.23 0.26
102 国産 天然 東北沖太平洋 ｽｹﾄｳﾀﾞﾗ卵 4.1 0.040 0.22 0.26
103 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ｽｹﾄｳﾀﾞﾗ卵 3.6 0.026 0.21 0.23
104 国産 天然 東京湾 ｽｽﾞｷ 2.6 0.29 1.2 1.5
105 国産 天然 伊勢・三河湾 ｽｽﾞｷ 1.3 0.24 0.73 0.97
106 国産 天然 大阪湾 ｽｽﾞｷ 2.3 1.1 4.6 5.6
107 国産 天然 瀬戸内海東部 ｽｽﾞｷ 1.3 0.61 1.7 2.3
108 国産 天然 大阪湾 ﾀﾁｳｵ 4.8 1.1 3.8 4.8
109 国産 天然 瀬戸内海東部 ﾀﾁｳｵ 3.9 0.32 1.6 1.9
110 国産 天然 瀬戸内海西部 ﾀﾁｳｵ 1.7 0.37 0.78 1.1
111 国産 天然 瀬戸内海西部 ﾀﾁｳｵ 5.0 0.56 1.5 2.0
112 国産 天然 九州北西部沖 ﾀﾁｳｵ 0.9 0.067 0.28 0.35
113 国産 天然 山陰沖 ﾁﾀﾞｲ 3.9 0.19 0.25 0.45
114 国産 天然 九州南部沖 ﾄﾋﾞｳｵ 0.6 0 0.045 0.045
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115 輸入 (ﾉﾙｳｪｰ) 養殖 北東大西洋 ﾄﾗｳﾄ(ﾆｼﾞﾏｽ) 16.5 0.23 1.2 1.4
116 輸入 (ﾉﾙｳｪｰ) 養殖 北東大西洋 ﾄﾗｳﾄ(ﾆｼﾞﾏｽ) 17.5 0.20 0.87 1.1
117 国産 天然 北海道沖日本海 ﾆｼﾝ 2.6 0.42 0.41 0.83
118 国産 天然 山陰沖 ﾊﾀﾊﾀ 12.1 0.60 0.70 1.3
119 国産 天然 瀬戸内海西部 ﾊﾓ 3.1 0.27 2.3 2.6
120 国産 天然 瀬戸内海西部 ﾋﾗﾒ 0.4 0.13 0.40 0.53
121 国産 養殖 九州南部沿岸 ﾋﾗﾒ 4.8 0.28 0.61 0.89
122 国産 (遠洋) 天然 北西太平洋 ﾋﾞﾝﾅｶﾞ 2.3 0.094 0.43 0.52
123 国産 (遠洋) 天然 北西太平洋 ﾋﾞﾝﾅｶﾞ 4.4 0.086 0.44 0.53
124 国産 (遠洋) 天然 中東太平洋 ﾋﾞﾝﾅｶﾞ 0.1 0 0.011 0.011
125 輸入 (韓国) 天然 中東太平洋 ﾋﾞﾝﾅｶﾞ 0.1未満 0 0.033 0.033
126 国産 (遠洋) 天然 西ｲﾝﾄﾞ洋 ﾋﾞﾝﾅｶﾞ 4.2 0.013 0.16 0.17
127 国産 養殖 九州北西部沖 ﾌｸﾞ(ﾄﾗﾌｸﾞ) 0.2 0 0.0011 0.0011
128 国産 天然 北陸沖 ﾌﾞﾘ※ 13.1 0.91 2.3 3.3
129 国産 天然 北陸沖 ﾌﾞﾘ※ 14.4 0.88 2.2 3.1
130 国産 天然 北陸沖 ﾌﾞﾘ※ 5.2 0.84 2.0 2.8
131 国産 天然 北陸沖 ﾌﾞﾘ※ 6.9 1.1 2.2 3.2
132 国産 天然 北陸沖 ﾌﾞﾘ※ 4.5 1.1 2.4 3.6
133 国産 天然 山陰沖 ﾌﾞﾘ※ 2.3 0.35 0.75 1.1
134 国産 天然 山陰沖 ﾌﾞﾘ※ 4.5 1.2 2.6 3.8
135 国産 天然 山陰沖 ﾌﾞﾘ※ 4.7 0.93 1.8 2.7
136 国産 天然 山陰沖 ﾌﾞﾘ※ 7.6 1.5 2.8 4.2
137 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 24.3 0.69 2.6 3.3
138 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 21.7 0.61 2.1 2.7
139 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 21.7 0.67 1.9 2.6
140 国産 天然 九州北西部沖 ﾌﾞﾘ※ 5.9 0.77 2.7 3.5
141 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 18.0 0.78 2.2 3.0
142 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 21.6 0.45 1.5 1.9
143 国産 養殖 瀬戸内海南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 21.6 0.65 2.2 2.8
144 国産 養殖 九州南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 12.8 0.54 1.8 2.3
145 国産 養殖 九州南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 17.5 0.76 2.2 3.0
146 国産 養殖 九州南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 13.1 0.57 1.8 2.3
147 国産 養殖 九州南部沿岸 ﾌﾞﾘ※ 16.0 0.69 2.3 3.0
148 国産 天然 襟裳岬以西太平洋 ﾎｯｹ 9.2 0.31 0.46 0.77
149 国産 天然 東北沖日本海 ﾎｯｹ 4.1 0.75 1.0 1.8
150 国産 天然 北陸沖 ﾎｯｹ 2.5 0.45 0.69 1.1
151 国産 天然 北陸沖 ﾎｯｹ 6.1 1.4 2.6 4.1
152 国産 天然 関東沖 ﾏｱｼﾞ 3.8 0.15 0.28 0.43
153 国産 天然 伊勢・三河湾 ﾏｱｼﾞ 7.3 0.54 0.48 1.0
154 国産 天然 山陰沖 ﾏｱｼﾞ 10.2 0.42 0.55 0.97
155 国産 天然 山陰沖 ﾏｱｼﾞ 7.9 0.34 0.40 0.74
156 輸入 (ｵﾗﾝﾀﾞ) 天然 北東大西洋 ﾏｱｼﾞ(ﾆｼﾏｱｼﾞ) 9.1 0.74 1.4 2.1
157 国産 天然 関東沖 ﾏｲﾜｼ 8.7 0.053 0.22 0.27
158 国産 養殖 瀬戸内海西部沿岸 ﾏﾀﾞｲ 5.9 0.080 0.28 0.36
159 国産 養殖 九州北西部沿岸 ﾏﾀﾞｲ 3.9 0.067 0.27 0.34
160 国産 天然 九州北西部沖 ﾏﾀﾞｲ 1.2 0.28 0.97 1.3
161 国産 養殖 九州北西部沿岸 ﾏﾀﾞｲ 8.8 0.44 1.6 2.0
162 国産 天然 東北沖太平洋 ﾏﾀﾞﾗ 0.2 0.0025 0.035 0.037
163 国産 天然 東北沖太平洋 ﾏﾀﾞﾗ 0.4 0.0015 0.013 0.015
164 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ﾏﾀﾞﾗ 0.3 0 0.0019 0.0019
165 国産 (遠洋) 天然 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 0.1 0.016 0.17 0.18
166 輸入 (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) 養殖 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 13.3 0.12 1.2 1.4
167 国産 天然 瀬戸内海南部 ﾑﾛｱｼﾞ(ﾏﾙｱｼﾞ) 3.0 0.30 0.45 0.75
168 国産 天然 九州南部沖 ﾑﾛｱｼﾞ(ﾏﾙｱｼﾞ) 6.9 0.36 0.59 0.95
169 国産 (遠洋) 天然 中東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 1.5 0.010 0.12 0.13
170 国産 (遠洋) 天然 中西太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 0.9 0.020 0.14 0.16
171 国産 (遠洋) 天然 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾒﾊﾞﾁ 3.5 0.016 0.13 0.14
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172 国産 (遠洋) 天然 中東大西洋 ﾒﾊﾞﾁ 0.7 0.014 0.16 0.17
173 国産 (遠洋) 天然 南東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 2.0 0.010 0.072 0.082
174 国産 天然 東北地方 ﾜｶｻｷﾞ 11.0 0.46 0.53 0.99
1 国産 天然 東京湾 ｱｻﾘ 0.8 0.033 0.027 0.060
2 国産 天然 東海沖 ｱｻﾘ 0.8 0.020 0.013 0.033
3 輸入 (韓国) 天然 北西太平洋 ｱｻﾘ 0.6 0.033 0.0014 0.034
4 国産 天然 九州北西部沖 ｱﾜﾋﾞ 0.6 0.018 0.00031 0.018
5 輸入 (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) 養殖 東ｲﾝﾄﾞ洋 ｱﾜﾋﾞ 0.4 0.0010 0.00032 0.0013
6 輸入 (中国) 養殖 北西太平洋 ｲﾀﾔｶﾞｲ 0.2 0.0035 0.00074 0.0042
7 輸入 (韓国) 養殖 北西太平洋 ｶｷ(ﾏｶﾞｷ) 2.5 0.19 0.12 0.31
8 国産 養殖 東北太平洋沿岸 ｶｷ(ﾏｶﾞｷ) 2.5 0.11 0.14 0.25
9 国産 養殖 東北太平洋沿岸 ｶｷ(ﾏｶﾞｷ) 2.4 0.091 0.13 0.22
10 国産 養殖 瀬戸内海西部沿岸 ｶｷ(ﾏｶﾞｷ) 2.5 0.26 0.34 0.60
11 国産 天然 東海沖 ｻｻﾞｴ 2.2 0.0027 0.00024 0.0029
12 国産 天然 九州北西部沖 ｻﾙﾎﾞｳ 1.4 0.43 0.21 0.64
13 国産 天然 伊勢・三河湾 ﾊﾞｶｶﾞｲ 0.4 0.028 0.038 0.066
14 国産 天然 関東沖 ﾊﾏｸﾞﾘ 1.2 0.061 0.11 0.17
15 国産 天然 ｵﾎｰﾂｸ海 ﾎﾀﾃｶﾞｲ 0.4 0.0010 0.00042 0.0014
16 国産 養殖 東北太平洋沿岸 ﾎﾀﾃｶﾞｲ 0.4 0.0030 0.011 0.014
17 国産 天然 東北沖太平洋 ﾎｯｷｶﾞｲ(ｳﾊﾞｶﾞｲ) 0.5 0.069 0.038 0.11
18 国産 天然 北海道地方 ﾔﾏﾄｼｼﾞﾐ 2.0 0.040 0.013 0.053
19 国産 天然 山陰地方 ﾔﾏﾄｼｼﾞﾐ 1.0 0.31 0.51 0.82
1 国産 天然 東海沖 ｲｾｴﾋﾞ 0.2 0.026 0.011 0.037
2 輸入 (ｲﾝﾄﾞ) 天然 東ｲﾝﾄﾞ洋 ｲﾝﾄﾞﾎﾜｲﾄ 0.4 0.0035 0 0.0035
3 国産 天然 瀬戸内海西部 ｶﾞｻﾞﾐ 0.4 0.28 0.14 0.42
4 国産 天然 瀬戸内海西部 ｸﾙﾏｴﾋﾞ 0.6 0.17 0.13 0.30
5 国産 養殖 九州南部沿岸 ｸﾙﾏｴﾋﾞ 0.6 0.0025 0.033 0.036
6 国産 天然 ｵﾎｰﾂｸ海 ｹｶﾞﾆ 0.3 0.016 0.024 0.040
7 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ｹｶﾞﾆ 0.5 0.026 0.052 0.078
8 国産 天然 東海沖 ｻｸﾗｴﾋﾞ 1.4 0.061 0.16 0.22
9 国産 天然 伊勢・三河湾 ｼｬｺ 0.8 0.38 0.42 0.80
10 国産 天然 山陰沖 ｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 0.5 0.15 0.098 0.25
11 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 0.5 0.020 0.034 0.054
12 国産 天然 ｵﾎｰﾂｸ海 ﾀﾗﾊﾞｶﾞﾆ 0.3 0.038 0.033 0.071
13 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ﾀﾗﾊﾞｶﾞﾆ 0.5 0.0095 0.023 0.033
14 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.4 0.23 0.091 0.32
15 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.3 0.28 0.17 0.45
16 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.4 0.32 0.16 0.49
17 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.4 0.23 0.11 0.34
18 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.3 0.27 0.17 0.44
19 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.4 0.31 0.15 0.47
20 国産 天然 山陰沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.6 0.57 0.40 0.97
21 国産 天然 山陰沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.3 0.18 0.14 0.33
22 国産 天然 山陰沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.4 0.19 0.14 0.32
23 国産 天然 山陰沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ※ 0.5 0.49 0.34 0.83
1 国産 天然 東北沖太平洋 ｱｶｲｶ 0.4 0.020 0.049 0.068
2 国産 天然 東北沖太平洋 ｱｶｲｶ 0.5 0.0070 0.025 0.032
3 国産 天然 九州北西部沖 ｳﾆ(ｱｶｳﾆ) 8.4 0.18 0.11 0.29
4 国産 天然 東北沖太平洋 ｳﾆ(ｷﾀﾑﾗｻｷｳﾆ) 6.3 0.48 0.18 0.67
5 国産 天然 大阪湾 ｺｳｲｶ 0.6 0.26 0.23 0.49
6 国産 天然 瀬戸内海東部 ｺｳｲｶ 0.8 0.20 0.15 0.35
7 国産 天然 山陰沖 ｺｳｲｶ 0.5 0.16 0.060 0.22
8 輸入 (ﾓﾛｯｺ) 天然 南東大西洋 ｺｳｲｶ 0.4 0.0010 0.00062 0.0016
9 国産 天然 東北沖太平洋 ｺﾝﾌﾞ 0.4 0 0 0
10 国産 天然 襟裳岬以西太平洋 ｽﾙﾒｲｶ 0.6 0.0070 0.012 0.019
11 国産 天然 東北沖太平洋 ｽﾙﾒｲｶ 0.8 0.044 0.11 0.16
12 国産 天然 九州北西部沖 ｽﾙﾒｲｶ 0.7 0.071 0.15 0.22
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平成19年度魚介類中のダイオキシン類蓄積実態調査結果（本調査） ［別表２］
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種類国産/輸入(国名) 水域名分類

13 輸入 (ﾓｰﾘﾀﾆｱ) 天然 中東大西洋 ﾀｺ 0.3 0.0050 0.012 0.017
14 国産 天然 大阪湾 ﾀｺ(ﾏﾀﾞｺ) 0.5 0.25 0.27 0.52
15 国産 天然 関東沖 ﾅﾏｺ(ﾏﾅﾏｺ) 0.3 0.44 0.21 0.65
16 国産 養殖 九州北西部沿岸 ﾉﾘ(ｽｻﾋﾞﾉﾘ) 0.1未満 0.00063 0 0.00063
17 国産 天然 山陰沖 ﾎﾀﾙｲｶ 4.7 1.1 0.67 1.7
18 輸入 (ﾀｲ) 天然 中西太平洋 ﾓﾝｺﾞｳｲｶ 0.3 0 0 0
19 国産 天然 東北沖太平洋 ﾜｶﾒ 0.2 0 0 0
20 輸入 (中国) 養殖 北西太平洋 ﾜｶﾒ 0.4 0 0 0

（注）１．※を付した検体については、平成１９年度の食品の安全性に関する有害化学物質のサーベイラン
           ス・モニタリング年次計画による調査対象となっている。
　　　２．ダイオキシン類の濃度は、各化合物の実測値に毒性等価係数(WTO-TEF(1998))を乗じ、その合計
           値を有効数字２けたで表示した。
      ３．全てのダイオキシン類が定量下限値未満であった場合を「０」とした。
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平成19年度魚介類中のダイオキシン類蓄積実態調査結果（部位別調査） ［別表３］

1 国産 天然 東北沖日本海 ｱﾝｺｳ(ｷｱﾝｺｳ) 肝臓 43.4 14 23 37
2 国産 天然 東北沖太平洋 ｶﾂｵ 内臓 3.2 0.045 0.14 0.19
3 国産 天然 関東沖 ｶﾂｵ 内臓 2.0 0.056 0.18 0.24
4 国産 天然 山陰沖 ｶﾚｲ(ｱｶｶﾞﾚｲ) 卵巣 0.7 0.28 0.35 0.62
5 国産 天然 東京湾 ｶﾚｲ(ﾏｺｶﾞﾚｲ) 卵巣 1.1 0.40 1.8 2.2
6 国産 天然 九州北西部沖 ｶﾜﾊｷﾞ 肝臓 66.0 4.8 6.8 12
7 国産 天然 三陸沖 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 赤身 0.2 0.099 0.51 0.61
8 国産 天然 三陸沖 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 中トロ 8.0 0.95 5.5 6.5
9 国産 天然 三陸沖 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 大トロ 18.6 2.4 14 16
10 輸入 (ﾒｷｼｺ) 養殖 中東太平洋 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 赤身 6.2 0.094 1.0 1.1
11 輸入 (ﾒｷｼｺ) 養殖 中東太平洋 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 中トロ 10.9 0.15 1.7 1.8
12 輸入 (ﾒｷｼｺ) 養殖 中東太平洋 ｸﾛﾏｸﾞﾛ 大トロ 32.6 0.41 4.6 5.0
13 国産 天然 九州北西部沖 ﾏﾀﾞｲ 卵巣 3.7 0.43 1.2 1.6
14 国産 (遠洋) 天然 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 赤身 0.1 0.010 0.14 0.15
15 国産 (遠洋) 天然 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 中トロ 0.2 0.016 0.24 0.25
16 国産 (遠洋) 天然 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 大トロ 0.4 0.022 0.34 0.36
17 輸入 (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) 養殖 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 赤身 9.8 0.085 0.85 0.94
18 輸入 (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) 養殖 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 中トロ 24.0 0.23 2.0 2.2
19 輸入 (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) 養殖 東ｲﾝﾄﾞ洋 ﾐﾅﾐﾏｸﾞﾛ 大トロ 30.1 0.26 2.5 2.8
20 輸入 (台湾) 天然 中東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 赤身 0.1未満 0.011 0.077 0.088
21 輸入 (台湾) 天然 中東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 中トロ 1.5 0.045 0.25 0.30
22 輸入 (台湾) 天然 中東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 大トロ 2.2 0.066 0.40 0.47
23 国産 (遠洋) 天然 南東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 赤身 1.2 0.010 0.080 0.090
24 国産 (遠洋) 天然 南東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 中トロ 4.4 0.020 0.16 0.18
25 国産 (遠洋) 天然 南東太平洋 ﾒﾊﾞﾁ 大トロ 5.3 0.026 0.22 0.24
1 国産 天然 瀬戸内海西部 ｶﾞｻﾞﾐ 肝すい臓 11.2 8.7 4.8 13
2 国産 天然 山陰沖 ｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 肝すい臓 22.9 6.9 7.4 14
3 輸入 (ﾛｼｱ) 天然 北西太平洋 ｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 肝すい臓 10.3 0.81 1.4 2.2
4 国産 天然 北陸沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 肝すい臓 12.9 7.9 6.9 15
5 国産 天然 山陰沖 ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 肝すい臓 14.9 21 26 47
1 国産 天然 東北沖太平洋 ｽﾙﾒｲｶ 肝臓 15.5 2.0 5.7 7.7
2 国産 天然 九州北西部沖 ｽﾙﾒｲｶ 肝臓 16.6 5.2 9.4 15

国産/輸入(国名) 部位種類分類 水域名 脂質(%)
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（注）ダイオキシン類等の濃度は、各化合物の実測値に毒性等価係数(WTO-TEF(1998))を乗じ、その合計の値を有効数字２
けたで表示した。
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（屋久島，種子島以北を除く）

我が国周辺水域区分図 
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瀬戸内海南部 

①青森県東津軽郡三厩村竜飛漁業地区と北津軽郡小泊村小泊漁業地区の境界

②福島県と茨城県の県境

③三重県と和歌山県の県境

④和歌山県日高郡美浜町三尾漁業地区と日高町比井崎漁業地区の境界

⑤徳島県海部郡由岐町伊座利漁業地区と阿南氏椿泊漁業地区の境界

⑥愛媛県八幡浜市八幡浜漁業地区と西宇和郡保内町川之石漁業地区の境界

⑦大分県北海部郡佐賀関町佐賀関漁業地区と神崎漁業地区の境界

⑧鹿児島県と熊本圏の県境（甑島列島と結ぶ）

⑨福岡県北九州市旧門司漁業地区と田ノ浦漁業地区の境界

⑩山口県下関市下関漁業地区と壇ノ浦漁業地区の境界

⑪野寒布岬先端 ⑫納沙布岬先端 ⑬襟裳岬先端

⑭北海道知内町と松前町の町境 ⑮山形県と新潟県の県境

⑯神奈川県と静岡県の県境 ⑰京都府丹後町と伊根町の町境（経ケ岬先端）

⑱足摺岬先端 ⑲宮崎県延岡市と門川町の境

⑳岡山県と広島県の県境 香川県と愛媛県の県境

 

① 青森県東津軽郡外ヶ浜町竜飛漁業地区と北津軽郡中泊町小泊漁業地区の境界  
② 福島県と茨城県の県境  
③ 三重県と和歌山県の県境  
④ 和歌山県日高郡美浜町三尾漁業地区と日高町比井崎漁業地区の境界  
⑤ 徳島県海部郡美波町伊座利漁業地区と阿南市櫓泊漁業地区の境界  
⑥ 愛媛県八幡浜市八幡浜漁業地区と川之石漁業地区の境界  
⑦ 大分県大分市佐賀関漁業地区と神崎漁業地区の境界  
⑧ 鹿児島県と熊本県の県境（甑島と結ぶ）  
⑨ 福岡県北九州市旧門司漁業地区と田ノ浦漁業地区の境界  
⑩ 山口県下関市下関漁業地区と壇ノ浦漁業地区の境界  



FAO 漁獲統計海区 

W30 0 E30 E60 E90 E120 E150 180 W150 W120 W90 W60 W30

N90 

 

  

 出典：FAO Fishstat Plus より水産庁作成 
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別添２

平成19年度 食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果

について

厚生労働省の平成19年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査で

は、日本人の一般的な食生活で取り込まれるダイオキシン類の量は1.11

pg-TEQ/kg体重/日（そのうち魚介類は1.03 pg-TEQ/kg体重/日）であり、

環境省により調査された大気、土壌から取り込む量とあわせて人が１日

に平均的に摂取するダイオキシン類の量の合計は、1.13 pg-TEQ/kg体重/

日と推定される。

この水準は、耐容一日摂取量(TDI)の4 pg-TEQ/kg体重/日を下回ってお

り、健康に影響を与えるものではないと考えられる。なお、厚生労働省

は、同調査結果公表に当たり、｢一部の食品を過度に摂取するのではなく、

バランスのとれた食生活が重要であることが示唆されました」と記述し

ている。

食品等からのダイオキシン類摂取量と耐容摂取量の比較

注）厚生労働省「平成１９年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査

等の調査結果について」、環境省「平成１８年度ダイオキシン類の蓄積

・ばく露状況及び臭素系ダイオキシン類の調査結果について」から水

産庁作成。

魚介類

魚介類以外の食品

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

大気

土壌

魚介類以外の食品　

魚介類　　

ダイオキシン類の耐容摂取量
（4pg-TEQ/kg/日）

実際の摂取量
（1.13pg-TEQ/kg/日）



魚介類のダイオキシン類の解説
（第７版）
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１．このパンフレットについて

「ダイオキシン類」は、ごみの焼却などの際にできる化学物質です。そのた
め、大気、排水などから河川を通じ、湖沼や海に流入し、水中や底泥などに薄
く広く広がっています。それが食物連鎖等を通じて魚介類等に蓄積されると考
えられています。

ダイオキシン類は、これまでに、動物実験などにより、発がん性（プロモー
ション作用*）、生殖・発生毒性、免疫毒性などがあることが知られており、多
くの人の関心を集めています。

日本人は主として肉・卵、乳・乳製品、魚介類等の食事からダイオキシン類
の大部分を摂取していますが、そのうち約９割が魚介類を介して摂取されると
推定されています。

水産庁では、平成１１年度から日本沿岸などの主要な魚介類へのダイオキシ
ン類の蓄積状況を調査しています。

ダイオキシン類は、通常の日常生活において私たちが摂取する量では健康影
響は生じませんが、魚介類に関するダイオキシン類の問題について、皆さんの
さまざまな疑問や関心にお答えするため、常にデータを含む最新の情報をお伝
えしていきたいと考え、分かりやすく解説した資料としてこのパンフレットを
作成しました。

このパンフレットが、皆さんのダイオキシン類についての理解を深めるお役
に立てば幸いです。

＊プロモーション作用・・・それ自身が直接遺伝子に作用して発がんを引き起こすのではな

く、他の発がん物質による発がん作用を促進する作用

1



２．ダイオキシン類について

ダイオキシン類は、ごみの焼却などの際にできる化学物質です。
PCDD、PCDF、コプラナーPCBという３種類の物質群の総称ですが、ベ

ンゼン環２つが酸素原子を介するなどして結合し、そこに塩素原子がいくつか
付いた類似の構造をしています（一口メモ①参照）。

ダイオキシン類はその６割がごみ焼却から発生しますが、製鋼用電気炉、た
ばこの煙、自動車の排出ガス、山火事などからも発生します*。

また、かつて、発電所などの電気設備に絶縁油として使われていたPCBや
一部の農薬に不純物として含まれていたものが、底泥などの環境中に蓄積して
いる可能性があるとの研究報告があります。

ダイオキシン類は、一度できると分解されにくい物質で、また水には溶けに
くいものの、脂肪などに溶けやすいという性質をもっています。

環境中に出た後は、例えば、大気中の粒子などに付着して、地上に落ちてき
て土壌や水に入り込み、また、長い年月の間に河川などを経由して、湖沼、海
の底泥などに蓄積され、食物連鎖を通して、プランクトンなどから魚介類に取
り込まれ、蓄積されていくと考えられています。

＊我が国におけるダイオキシン類の平成１８年の年間排出量は、289～317 g-TEQであ

ると推計されています（環境省調査結果より）。

平成１８年のダイオキシン類の発生源別排出量

（単位：g-TEQ/年）

一般廃棄物焼却施設 54

(うち排水： 0.003）

産業廃棄物焼却施設 63

(うち排水： 0.78 ）

小型廃棄物焼却炉 76～101

産業系発生源 93

（うち排水： 0.75 ）

その他 4.0～7.0

(うち排水： 0.24

環境省「ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）」より水産庁作成

排出源別発生量

一般廃棄物焼却施設

産業廃棄物焼却施設

小型廃棄物焼却炉

産業系発生源

その他
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一口メモ①
ダイオキシン類：
塩素、酸素、炭素、水素の存在下でものが燃焼するときにできます。

環境中では分解されにくく、水には溶けにくいが、脂肪など油分に溶け
やすく、食物連鎖を通じて生物濃縮されやすい性質があります。

ダイオキシン類は、構造および毒性の類似するPCDD，PCDF及びコ
プラナーPCBの３種類の化合物群からなり、PCDDは７５種類、PCD
Fは１３５種類、コプラナーＰＣＢは十数種類の仲間があります。この
うち毒性があると見なされているのは２９種類です。

ﾎﾟﾘ塩化ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞ-ﾊﾟﾗ-ｼﾞｵｷｼﾝ(PCDDs) ﾎﾟﾘ塩化ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞﾌﾗﾝ（PCDFs)

ダイオキシン

ｺﾌﾟﾗﾅｰPCB(Co-planarPCB)

コプラナーＰＣＢ

ダイオキシン類

食物連鎖
上位のものが下位のものを食べ、化学物質も取り込むこととなる。
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３．ダイオキシン類の健康への影響について

ダイオキシン類には、急性毒性と慢性毒性があります。
日常生活で問題となる可能性があるのは、慢性毒性です。

ダイオキシン類には、急性毒性と慢性毒性があります。
ダイオキシンの急性毒性は、動物実験の結果から「青酸カリよりも強く、人

工物質としては最強の毒性である」といわれることがあります。しかし、これ
は日常の摂取量の数十万倍もの量を一度に摂取した場合の毒性のことで、日常
生活で摂取する量で急性毒性が生じるようなことや、日常生活で、誤って飲み
込み事故が起きるといったことは考えられません。

慢性毒性については、動物実験の結果などから、発がん性、生殖・発生毒性、
免疫毒性などが報告されています。

世界保健機関(WHO）の国際がん研究機関（IARC）では、ダイオキシン類
の中の2,3,7,8-TCDDについてのみ、事故などで高濃度暴露した際の知見か
ら、人に対し発がん性が強く疑われるとしています。

また、ラットやマウス等に多量に暴露させた場合、免疫機能や生殖機能の低
下が報告されています。

さらに、妊娠中のラット、マウスに比較的多量のダイオキシン類を与えた実
験では、生まれた児に先天的奇形を起こしたり、免疫機能の低下、精子形成の
減少などを引き起こす事例が報告されています。（さらに詳しい情報が厚生労
働省HP：http://www1.mhlw.go.jp/houdou/1106/h0621-3_13.htmlに掲載さ
れています。）。

そこで、一生涯にわたって毎日摂取し続けてもこれらの健康影響が現れない
指標として、１日当たり体重１kg当たり4 pg-TEQという耐容一日摂取量（T
DI）が定められています。（pgについては、一口メモ②参照）

一口メモ②：pgという単位について
1

１pg（ピコグラム）は 1 兆分の1グラム ｇ です。
1,000,000,000,000

では「1 兆分の1」とはどれくらいでしょうか。
東京ドームの大きさ（約１００万ｍ3＝１兆cm3）に対し、サイコロ程度
の大きさ（約１cm3）が、だいたい「１兆分の１」です。
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４．ダイオキシン類の安全に関する基準について

ダイオキシン類の安全性の評価では、耐容一日摂取量（TDI：一口メモ④参
照）が指標となります。

日常的に摂取する量が耐容一日摂取量（TDI）を下回っていれば健康影響の
おそれはないと考えられます。

TDIは、生涯にわたって取り込み続けた場合の健康影響を考慮した指標であ
り、一時的にこの値を多少超えても健康を損なうものではありません。

我が国では、平成１１年６月に中央環境審議会及び生活環境審議会・食品衛
生調査会で審議が行われ、最も感受性の高いと考えられる、胎児期の体内への
取り込みによる影響を考慮して、ダイオキシン類のTDIを１日当たり体重１kg
当たり、4 pg-TEQと設定しました。

さらに、厚生労働省は平成１４年６月２６日に「ダイオキシン類の健康影響
評価に関するワーキンググループ報告書」を発表し、最新の知見をもとに、現
行のTDIの妥当性を検証しましたが、日本のダイオキシン類のTDIである4 pg
-TEQ/kg体重/日を変更する必要は現在のところないという結論に達していま
す。
（報告書の詳細な内容は厚生労働省ＨＰを参照下さい。

アドレス：http://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/06/h0626-3.html）

一口メモ③
TEQ（毒性等量）：

ダイオキシン類は通常、類似化合物の混合体として環境中に存在して
おり、それぞれの毒性の強さが異なるため、混合物の毒性としては、各
類似化合物の量にそれぞれの毒性（最も毒性が強いとされる2,3,7,8-T
CDDの毒性を１とし、その相対値としてあらわした係数）を乗じた値
を合計した毒性等量（TEQ：Toxic Equivalent）として表します。
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一口メモ④
耐容一日摂取量（TDI）：

耐容一日摂取量（TDI：Tolerable Daily Intake ）とは、長期にわ
たり体内に取り込むことにより健康影響が懸念されるダイオキシン類の
ような化学物質について、人がその量を一生涯にわたり、毎日取り込ん
でも、健康に対する有害な影響が現れないと判断される、１日当たり体
重１kg当たりの量です。

【計算してみましょう：耐容一日摂取量と食品中のダイオキシン類濃度について】

食品中のダイオキシン類濃度がわかったら、耐容一日摂取量（ＴＤＩ）と摂取量

の関係は以下のような計算で知ることができます。

あなたが生涯にわたって毎日摂取しても、問題のない一日当たりの

ダイオキシン類の摂取量（pg-TEQ）

4 pg-TEQ/kg体重/日 × あなたの体重（ｋｇ）・・・①

食品から摂取するダイオキシン類の量

食品中のダイオキシン類の濃度（pg-TEQ/g）× 一日当たりの摂取量（ｇ）

・・・②

①と②を比較することで、耐容一日摂取量と実際に食品から取った摂取量の関係

を知ることができます。仮に②が①を越えたとしても、一時的な超過であれば問題

ありません。

１週間あるいは１ヶ月といった長期的な摂取量について判断することで、実際の

食生活の指針とすることができます。

6



５．食品からのダイオキシン類の摂取量について

私たちは、食事や呼吸等を通じて、毎日平均して体重１kg当たり、
約1.１３ pg-TEQのダイオキシン類を摂取しています。

日本人の一般的な食生活で取り込まれるダイオキシン類の量は、厚生労働省
の平成１９年度の調査（平成１９年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調
査等の調査結果）では、人の平均体重を50kgと仮定して体重1kg当たり1.１
１ pg-TEQと推定されています。

これに、呼吸により空気から取り込む量、手についた土が口に入るなどして
取り込まれる量を合わせた約0.02 pg-TEQを加えると、人が1日に平均的に
摂取するダイオキシン類の量は合計で、体重1kg当たり1.１３ pg-TEQと推
定されます。このうち、魚介類からの摂取量が１.０３ pg-TEQ と、約９０
％を占めています。

この摂取量の水準は、我が国の耐容一日摂取量（TDI : 4 pg-TEQ/kg体重
/日）を下回っており、健康に影響を与えるものではありません。

人の体重１ｋｇ当たりの１日当たりのダイオキシン類摂取量

厚生労働省「平成１９年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」、環

境省「平成１８年度ダイオキシン類の蓄積・ばく露状況及び臭素系ダイオキシン類の調査結果につ

いて」より水産庁作成

魚介類

魚介類以外の食品

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

ダイオキシン類の耐容摂取量
（4pg-TEQ/kg/日）

実際の摂取量
（1.13pg-TEQ/kg/日）
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厚生労働省において、保存されていた関西地区の過去の1日摂取量調査の
試料についてダイオキシン類の濃度を測定したところ、この20年間で3分
の1程度にまで減少していることがわかっています。また、平成９年度から
実施している全国調査でも、平均値で推移を見る限り食品経由の摂取量は
着実に減少しています。

ダイオキシン類の一日摂取量の経年変化 (単位：pg-TEQ/kg体重/日）

厚生科学研究「食品中のダイオキシン汚染実態調査研究」（厚生労働省）より水産庁作成

厚生労働省「食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果」より水産庁作成

注）昭和５２年から平成１０年までの摂取量データと平成９年以降の摂取量データでは調査方法

等が異なるため、別グラフとして示している。
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６．魚介類の安全性について

日常生活では、いろいろな産地からの多様な魚種を食べ、偏よった食べ方は
避けるようにすれば、通常、日本人の食生活で摂取されるダイオキシン類の量
はTDIの4 pg-TEQ/kg体重/日を十分、下回ります。

水産庁が実施した平成１１年から平成１９年度までの魚介類の調査結果から
は、同一水域の同じ魚種でも個体毎に見るとダイオキシン類濃度は、ばらつき
が大きいことが分かっています。魚介類の種類、生息環境などにより、ダイオ
キシン類の蓄積程度には違いが見られるようですが、個体差が大きいようです。

魚介類は、良質のたんぱく質や多種のビタミン類、動脈硬化等に効果がある
といわれるDHA、EPA等を多く含んでおり、私たちの健康な食生活に大変有
用な食品です。

これに関して、平成２０年７月３０日に厚生労働省から公表された「平成１
９年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」にお
いて、「一部の食品を過度に摂取するのではなく、バランスのとれた食生活が
重要であることが示唆されました」と強調されています。

偏りのないバランスの取れた食事を心がけましょう。
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７．ダイオキシン類の魚介類中の蓄積状況について

魚介類中の蓄積量は、種類や生息環境、大きさなどで大きく異なります。

ダイオキシン類は脂肪に溶けやすく残留しやすいので、魚介類中でも脂肪等
に多く含まれます。

また、魚介類のダイオキシン類濃度は、種類や生息環境、大きさなどで大き
く異なっています。

水産庁では、日本人の平均的な食生活において摂取される魚介類に蓄積され
ているダイオキシン類の実態を把握するため、平成１１年度から漁獲量、消費
量の多い魚介類についてダイオキシン類の蓄積状況を調査しています。

平成１９年度までの調査結果の概要は下の表のとおりです（平成１９年度９
７種類、２３６検体）。

平成１９年度までの調査結果の概要（検体濃度の単純平均値）
上段：ダイオキシン類

下段：PCDD+PCDFのみ

（単位：pgTEQ/g-湿重量）

区分 19年度 検体数 18年度 検体数 17年度 検体数 16年度 検体数 15年度 検体数 11～14 検体数

年度

魚介類 1.1
236

1.1
246

0.69
297

0.79
341

0.75
344

0.91
4230.30 0.30 0.22 0.24 0.25 0.30

うち魚類 1.4
174

1.4
194

0.92
202

1.1
229

0.98
223

1.2
273

0.35 0.36 0.27 0.29 0.30 0.34
うち貝類 0.18

19
0.16

18
0.15

30
0.19

32
0.16

40
0.25

49
0.090 0.094 0.087 0.11 0.087 0.18

うち甲殻類 0.32
23

0.26
15

0.22
27

0.48
30

1.1
27

1.2
31

注） 0.19 0.14 0.12 0.23 0.52 0.57
うちその他の 0.27

20
0.14

19
0.20

38
0.15

50
0.11

54
0.23

70
水産動植物 0.16 0.084 0.12 0.083 0.053 0.10

注 平均値は、各区分ごとの毒性当量（TEQ）を平均したのち、有効数字２けたで表示

した。
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８．日本でのダイオキシン類対策について

国際的な食品の規格を策定する国連機関であるFAO/WHO合同食品規格委
員会（コーデックス委員会）では、当面、基準値の作成は行わず、食品中のダ
イオキシン類のリスクを減らすための対策を検討しています。

我が国では、ダイオキシン対策推進基本指針（平成１１年３月ダイオキシン
対策関係閣僚会議決定、同年９月改訂）やダイオキシン類対策特別措置法（平
成１１年７月制定）に基づき、政府一体となって発生源対策などを強力に推進
しています。

さらに、ダイオキシン類ついては未解明な部分もあり、毒性や簡易分析法、
分解・無害化処理の技術に関する調査研究を推進しています。

ダイオキシン対策推進基本指針の概要

○今後４年以内に全国のダイオキシン類の排出総量を平成９年に比べ

約９割削減する。＊注）

○国は、平成１１年７月に制定されたダイオキシン類対策特別措置法

を円滑に施行するとともに、本指針に従い、地方公共団体、事業者

及び国民と連携して、次の施策を強力に推進する。

１．耐容一日摂取量(TDI)を始め各種基準等作り

２．ダイオキシン類の排出削減対策等の推進

３．ダイオキシン類に関する検査体制の整備

４．健康及び環境への影響の実態把握

５．調査研究及びリサイクル対策の推進

６．廃棄物処理及びリサイクル対策の推進

７．国民への的確な情報提供と情報公開

８．国際貢献

＊注）平成１５年に目標は達成されましたが、国は平成１７年６月にダイオキシン類の削

減計画を変更し、平成２２年の排出総量を平成１５年に比べて約１５％削減するとい

う新たな目標を設定しました。
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ダイオキシン類対策特別措置法の内容

ダイオキシン類対策特別措置法について

［平成１１年７月１２日（月）成立、平成１１年７月１６日（金）公布］

法律制定の目的（第１条）

法律の概要

１ ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準

① 耐容一日摂取量［ＴＤＩ］（第６条）

② 大気、水質（水底の底質を含む）及び土壌の環境基準（第７条）

２ 排出ガス及び排出水に関する規制

① 特定施設（第２条）

② 排出基準（第８条）

③ 大気総量規制基準（第10条）

④ 特定施設の設置の届出、計画変更命令（第12条～第16条）

⑤ 排出の制限、改善命令（第20条～第22条）

３ 廃棄物焼却炉に係るばいじん・焼却灰等の処理等

① ばいじん・焼却灰中の濃度基準（第24条）

② 廃棄物最終処分場の維持管理基準（第25条）

４ 汚染土壌に係る措置

① ダイオキシン類土壌汚染対策地域の指定（第29条）

② ダイオキシン類土壌汚染対策計画の策定（第31条）

５ 国の計画（第33条）

６ 汚染状況の調査・測定義務

① 都道府県等による常時監視（第26条、２７条）

② 特定施設の設置者による測定（第28条）

７ 施行期日（附則第1条）

８ 検討（附則第2条、第3条）

・ 臭素系ダイオキシンに関する調査研究の推進

・ 健康被害の状況、食品への蓄積状況を勘案して科学的知見に基づく検討

・ 小規模な廃棄物焼却炉等に関する規則の在り方についての検討等
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９．おわりに

ダイオキシン類は、ごみの焼却、工場の排気ガスなどで発生し、河川など様
々な経路から長い年月の間に湖沼や海といった環境中に蓄積され、食物連鎖等
を通して魚介類に取り込まれます。

魚介類を安心しておいしく食べるためには、国民全体で環境を守っていくこ
とが大切です。

ダイオキシン類の発生量を減らすためには、ごみの量を減らすことが最も効
果的です。そのためには、物を大事に使用し、むだな物は購入しないようにし
ましょう。

また、ごみを出すときは、ごみの分別や減量化、リサイクルなどに協力しま
しょう。

ご家庭のごみはご自分で焼却したりせず、正しく、分別回収に出すことなど
により、高温焼却などダイオキシン類の発生を抑えた処理に協力しましょう。

ダイオキシン類については、対策手法なども含めてさらに精力的に研究が進
められています。

政府としてダイオキシン類による健康リスクを少なくするため、今後ともこ
の問題に関係省庁が一体となって対策に積極的に取り組んでいくこととしてい
ます。
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このパンフレットに関するご意見やお問い合わせ先

水産庁増殖推進部漁場資源課生態系保全室

〒100-8907

東京都千代田区霞が関１丁目２番１号

TEL 03-3502-8111（内線6810)

03-3502-8487

FAX 03-3502-1682
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